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Ⅱ 事業

329 2742 栃木県那須塩原市東赤田343-158 3702870614370287電話番号 FAX番号

90
90

種類
各分野の
事業が同
一施設（敷
地）で実施

全ての事
業が同一
施設（敷
地）で実施

実施形態

定員

保育所
保育所

平成１５年４月１日

平成２６年４月１日

所在地 事業開始
年月日

那須塩原市東赤田343-158

那須塩原市四区町662
ほし　保育園
西　保育園

非公表 非公表

施設名・事業所名

年４月１日現在平成 26

0635

住所

栃木県那須塩原市東赤田343-32

児
童
福
祉

第
一
種

第
二
種

障
害
者
福
祉

第
二
種

第
一
種

老
人
福
祉

第
一
種

第
二
種

そ
の
他

第
一
種

第
二
種

ホーム
ページアド
レス

法人名

設立認可
年月日

設立登記
年月日

所轄庁

社会福
祉事業

66

市

就任年月日
代表者

主たる事
務所の所
在地

社会福祉法人いぶき会

hoshi-hoikuen@vesta.ocn.jp 平成１５年３月２８日 平成１５年４月１日

公表
公表

公表/非
公表

氏名

星　マサ子

公表/非公表

年齢
公表/非公表

職業

園長 平成1５年４月１日

メールアド
レス

社会福祉法人現況報告書

mailto:hoshi-hoikuen@vesta.ocn.jp


（ ）

１　法人の所有する不動産を活用して行う貸ビル
２　駐車場の経営
３　公共的、公共的施設内の売店の経営

（ ）

１　介護保険、障害福祉サービス等における低所得者の利用者負担減免
２　地域の単身高齢者等を対象とした見守り・配食サービス等の実施
３　地域の単身高齢者等を対象とした各種相談事業の実施
４　災害時における各種支援活動の実施
５　貧困・生活困窮者等を対象とした住宅の斡旋、食事提供等の生活支援の実施
６　他法人との連携による人材育成事業

（ ）

　　地域支援事業を市町村から受託する事業

７　その他

１６　その他

収益事
業

その他
の事業

公益事
業

種類（番号を記載）

４　日常生活を営むのに支障がある状態の軽減又は悪化の防止に関する事業
５　入所施設からの退院・退所を支援する事業

１　必要な者に対し、相談、情報提供・助言、行政や福祉・保健・医療サービス事業者等との連絡調整を行う等の事業

９　社会福祉の増進に資する人材の育成・確保に関する事業（社会福祉士・介護福祉士・精神保健福祉士・保育士・コミュニケーション支援者等の養成事業等）

１２　介護保険法の居宅サービス事業、地域密着型サービス事業、介護予防サービス事業、地域密着型介護予防サービス事業、居宅介護支援事業、介護予防支援事業、介護老人保健施設、

６　子育て支援に関する事業
７　福祉用具その他の用具又は機器及び住環境に関する情報の収集・整理・提供に関する事業
８　ボランティアの育成に関する事業

１０　社会福祉に関する調査研究等
１１　事業規模要件を満たさないために社会福祉事業に含まれない事業

１４　社会福祉協議会等において、社会福祉協議会活動等に参加する者の福利厚生を図ることを目的として、宿泊所、保養所、食堂等を経営する事業
１５　公益的事業を行う団体に事務所等として無償又は実費に近い対価で使用させるために会館等を経営する事業

１３　有料老人ホーム

種類（番号を記載） 施設名・事業所名 所在地 事業開始年月日 事業規模（定員）

２　必要な者に対し、入浴、排せつ、食事、外出時の移動、コミュニケーション、スポーツ・文化的活動、就労、住環境の調整等を支援する事業
３　入浴等の支援が必要な者、独力では住居の確保が困難な者等に対し、住居を提供又は確保する事業

４　その他

種類（番号を記載） 施設名・事業所名 所在地 事業開始年月日 事業規模（定員）

施設名・事業所名 所在地 事業開始年月日 事業規模（定員）



Ⅲ 組織

～

～

～

～

～

～

～

～

○

○ ○

2

2

団体職員

農業

平成２５年４月１日

平成２５年４月１日

平成２７年３月３１日

平成２７年３月３１日

○ ○

2

2

2

2

2

2

資格

財務諸表等を監査し得る者

公認会
計士、
税理士

弁護士

会社等
の監査
役、経
理責任
者等

その他

社会福
祉事業
の学識
経験者

地域の
福祉関
係者

その他

施設整
備又は
運営と
密接に
関連す
る業務
を行う者

監事報酬

支給あり 支給なし

理事会
への出
席回数

○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○

○

○ ○

○ ○

平成２７年３月３１日

平成２７年３月３１日

○

○

○

○平成２７年３月３１日

監事

定員 現員

富山　　　守

大木　　康隆

大森　　　　博

藤倉　久美子

大島　　紀元

園　長

無

会社員

自営業

会社員

平成２７年３月３１日

平成２７年３月３１日

現員
2 2

氏名 職業 任期

伊藤　　眞理

豊田　　　　豊

定員

星　　マサ子

理事

親族等特殊関係者の有無 資格

6 6

理事

平成２５年４月１日理事

理事

理事

理事

その他

施設整
備又は
運営と
密接に
関連す
る業務
を行う者

理事報酬
（職員と兼務の場合は支給方法）

理事報
酬・職員
給与とも
に支給

理事報
酬のみ
支給

職員給
与のみ
支給

支給な
し

理事
会へ
の出
席回
数

役職 氏名 職業 任期

理事

親族

他の社
会福祉
法人の
役員

その他

社会福
祉事業
の学識
経験者

地域の
福祉関
係者

施設長

法人職員

平成２５年４月１日

平成２５年４月１日

平成２５年４月１日

平成２５年４月１日

平成２５年４月１日

平成２７年３月３１日



～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

監査年月日

平成２６年５月２８日

平成２６年５月２８日

監査報告の有無監査者

伊藤　　　眞理

豊田　　　　　豊

有

有

指摘事項 改善事項

決議事項

定款改正・管理規定西保育園・２６年度事業計画・25年度補正予算・２６年度ほし・西保育園予算

２５年度事業報告及び決算報告・西保育園園舎移転登記・定款第１０条理事長の職務の代理

決議事項

開催年月日

平成２６年２月１９日

平成２６年５月２８日

開催年月日

氏名 職業 任期

親族等特殊関係者の有無

親族

他の社
会福祉
法人の
役員

その他

理事の
親族

資格

社会福
祉事業
の学識
経験者

地域の
福祉関
係者

地域の
代表者

施設長
利用者
の家族
の代表

その他

施設整
備又は
運営と
密接に
関連す
る業務
を行う者

理事と
の兼務

職員と
の兼務

施設長

理事会

評議員

職員

法人本部

施設 36

非常勤

評議
員会
への
出席
回数

施設名 氏名

評議員
会

無

有

監事監
査

常勤専従

法令等に定める資格の有無

出席者数 書面出席者数 監事出席の有無

換算数

常勤兼務

星　マサ子

君島　正子

ほし保育園

西保育園

定員 現員

換算数

8

8

0

0

有

有

出席者数 監事出席の有無

11 8

平成26年4月1日

就任年月日

平成15年4月1日



Ⅳ 資産管理 平成 年3月31日現在26

1956039

140079181

656.7㎡ 9522150

44970000

所在地 面積 評価額（千円）

担保提供の状況

提供年月日 借入額（千円） 借入先 償還期限
所轄庁の
承認の有
無

那須塩原市東赤田343-60

那須塩原市東赤田343-158

那須塩原市東赤田343-158

平成15年

建
物

公
益
事
業
用
財
産

土
地

建
物

収
益
事
業
用
財
産

土
地

建
物

建
物

運
用
財
産

土
地

不動産
の所有
状況

基
本
財
産

土
地

那須塩原市東赤田343-158



Ⅴ その他 年4月1日現在26平成

年3月31日現在26平成

社会福祉法人
新会計基準

社会福祉法人
旧会計基準

経理規程準則

指定介護老人
福祉施設等会
計処理等取扱
指導指針

訪問看護会
計・経理準則

介護老人保健
施設会計・経
理準則

授産会計基準 就労会計基準 病院会計準則 企業会計基準 その他

費用（千円）

○

費用（千円） 費用（千円）
受審施設・事業所名

年度平成 平成 年度 平成 年度

事業活動計算書(事業活動収支計算書)

公表方法（予定） 公表時期（予定）
資金収支計算書

費用（千円） 費用（千円） 費用（千円） 費用（千円） 費用（千円）

7～9月 所轄庁HP 7～9月

事業報告書 役員報酬規程 第三者評価結果 苦情処理結果

○ ○ ○

準拠し
ている
会計基
準

第三者
評価

公認会計士

情
報
公
開

指摘事項

新聞

外
部
監
査

インターネット

監査法人

税理士

その他

インターネット

広報誌

広報誌

新聞

○

所轄庁HP 7～9月 所轄庁HP

前々年度の財務諸表

貸借対照表 資金収支計算書 事業活動計算書
(事業活動収支計算書)

前年度の財務諸表
貸借対照表

公表方法（予定） 公表時期（予定）

平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

公表方法（予定） 公表時期（予定）

定款 役員名簿 評議員名簿 財産目録 事業計画書



第3号の1様式
貸　　　借　　　対　　　照　　　表

（単位：円）

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部
当年 前年 当年 前年
度末 度末 度末 度末

流動資産 77,236,326 29,890,452 47,345,874 流動負債 6,954,525 6,355,639 598,886
現金預金 76,885,412 29,580,700 47,304,712 短期運営資金借入金
有価証券 事業未払金 5,721,488 4,900,897 820,591
事業未収金 その他の未払金
未収金 支払手形
未収補助金 役員等短期借入金
未収収益 １年以内返済予定設備資金借入金

受取手形 １年以内返済予定長期運営資金借入金

貯蔵品 284,488 228,801 55,687 １年以内返済予定リース債務

医薬品 １年以内返済予定役員等長期借入金

診療・療養費等材料 1年以内支払予定長期未払金

給食用材料 未払費用
商品・製品 預り金 1,233,037 1,454,742 △ 221,705

仕掛品 職員預り金
原材料 前受金
立替金 56,426 70,951 △ 14,525 前受収益
前払金 仮受金
前払費用 賞与引当金
１年以内回収予定長期貸付金 その他の流動負債
短期貸付金
仮払金
その他の流動資産 10,000 10,000 0
徴収不能引当金

固定資産 251,781,151 297,092,303 △ 45,311,152 固定負債 41,840,000 47,070,000 △ 5,230,000

 基本財産 194,571,331 199,248,109 △ 4,676,778 設備資金借入金 41,840,000 47,070,000 △ 5,230,000

土地 54,492,150 54,492,150 0 長期運営資金借入金
建物 140,079,181 144,755,959 △ 4,676,778 リース債務
定期預金
投資有価証券 退職給付引当金

長期未払金
 その他の固定資産 57,209,820 97,844,194 △ 40,634,374 長期預り金

土地 その他の固定負債
建物 1,956,039 2,090,317 △ 134,278

構築物 19,172,444 20,029,086 △ 856,642

機械及び装置 負債の部合計 48,794,525 53,425,639 △ 4,631,114

車輌運搬具 833,126 45,834 787,292 純　　資　　産　　の　　部
器具及び備品 776,018 1,146,332 △ 370,314 基本金 23,165,832 23,165,832 0
建設仮勘定 国庫補助金等特別積立金 101,963,511 105,763,393 △ 3,799,882

有形リース資産 その他の積立金 34,472,191 74,532,623 △ 40,060,432

権利 2 2 0 　○○積立金 34,472,191 74,532,623 △ 40,060,432

ソフトウェア 次期繰越活動増減差額 120,621,418 70,095,268 50,526,150

無形リース資産 （うち当期活動増減差額） 10,465,718 16,307,421 △ 5,841,703

投資有価証券
長期貸付金
退職給付引当資産
長期預り金積立資産
○○積立資産 34,472,191 74,532,623 △ 40,060,432

差入保証金
長期前払費用
その他の固定資産

純資産の部合計 280,222,952 273,557,116 6,665,836

資産の部合計 329,017,477 326,982,755 2,034,722 負債及び純資産の部合計 329,017,477 326,982,755 2,034,722

増減増減

平成　26年　3月　31日現在

22



（単位：円）
予算(A) 決算(B) 差異(A)-(B) 備考

介護保険事業収入
老人福祉事業収入
児童福祉事業収入
保育事業収入 117,550,000 119,389,139 △ 1,839,139
就労支援事業収入
障害福祉サービス等事業収入
生活保護事業収入
医療事業収入
借入金利息補助金収入 400,000 0 400,000
経常経費寄附金収入
受取利息配当金収入 30,000 523 29,477
その他の収入
流動資産評価益等による資金増加額

事業活動収入計(１) 117,980,000 119,389,662 △ 1,409,662
人件費支出 93,500,000 86,349,199 7,150,801
事業費支出 6,790,000 5,635,299 1,154,701
事務費支出 12,198,900 12,643,036 △ 444,136
就労支援事業支出
授産事業支出
利用者負担軽減額
支払利息支出 700,000 697,267 2,733
その他の支出
流動資産評価損等による資金減少額

事業活動支出計(２) 113,188,900 105,324,801 7,864,099
4,791,100 14,064,861 △ 9,273,761

施設整備等補助金収入
施設整備等寄附金収入
設備資金借入金収入
固定資産売却収入
その他の施設整備等による収入

施設整備等収入計(４)
設備資金借入金元金償還支出
固定資産取得支出 10,000,000 2,148,305 7,851,695
固定資産除却・廃棄支出
ファイナンス・リース債務の返済支出
その他の施設整備等による支出

施設整備等支出計(５) 10,000,000 2,148,305 7,851,695
△ 10,000,000 △ 2,148,305 △ 7,851,695

長期運営資金借入金元金償還寄附金収入
長期運営資金借入金収入
長期貸付金回収収入
投資有価証券売却収入
積立資産取崩収入 40,060,432 △ 40,060,432

その他の活動による収入
その他の活動収入計(７) 40,060,432 △ 40,060,432

長期運営資金借入金元金償還支出 5,230,000 5,230,000 0
長期貸付金支出
投資有価証券取得支出
積立資産支出
その他の活動による支出

その他の活動支出計(８) 5,230,000 5,230,000 0
-5,230,000 34,830,432 △ 40,060,432

△ 10,938,900 46,746,988 △ 57,685,888

0 23,534,813 △ 23,534,813 予算残は無し
△ 10,938,900 70,281,801 △ 81,220,701　当期末支払資金残高(11)＋(12)

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

　その他の活動資金収支差額(９)=(７)－(８)
　予備費支出(10)

0 500,000

　当期資金収支差額合計(11)=(３)+(６)+(９)－(10)

　前期末支払資金残高(12)

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

　施設整備等資金収支差額(６)=(４)－(５)

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

　事業活動資金収支差額(３)=(１)－(２)

500,000

（自）平成　25年　4月　1日　（至）平成　26年　3月　31日

勘定科目

※財務諸表の第１号の１～３様式、第２号の１～３様式は、勘定科目の大区分のみを記載するが、必要のないものは省略することがで
きる。ただし追加・修正はできないものとする。財務諸表の第１号の４様式、第２号の４様式は、勘定科目の小区分までを記載し、必
要のない勘定科目は省略できるものとする。また、第３号の１～４様式は、勘定科目の中区分までを記載し、必要のない中区分の勘定
科目は省略できるものとする。
※会計基準の別紙３、別紙４については、勘定科目の小区分までを記載し、必要のない勘定科目は省略できるものとする。
※勘定科目の中区分についてはやむを得ない場合、小区分については適当な科目を追加できるものとする。なお、小区分を更に区分す
る必要がある場合には、小区分の下に適当な科目を設けて処理することができるものとする。
※「水道光熱費（支出）」、「燃料費（支出）」、「賃借料（支出）」、「保険料（支出）」については原則、事業費（支出）のみに
計上できる。ただし、措置費、保育所運営費の弾力運用が認められないケースでは、事業費（支出）、事務費（支出）の双方に計上す
るものとする。
※財務諸表の様式又は運用指針Ⅰ別添３に規定されている勘定科目においても、該当する取引が制度上認められていない事業種別では
当該勘定科目を使用することができないものとする。

第1号の1様式
資金収支計算書

1



（単位：円）
当年度決算(A) 前年度決算(B) 増減(A)-(B)

介護保険事業収益
老人福祉事業収益
児童福祉事業収益
保育事業収益 123,189,021 123,871,556 △ 682,535
就労支援事業収益
障害福祉サービス等事業収益
生活保護事業収益
医療事業収益
○○事業収益
○○収益
経常経費寄附金収益
その他の収益

サービス活動収益計(１) 123,189,021 123,871,556 △ 682,535
人件費 86,349,199 85,450,367 898,832
事業費 5,635,299 5,446,425 188,874
事務費 12,643,036 10,783,835 1,859,201
就労支援事業費用
授産事業費用
○○費用
利用者負担軽減額
減価償却費 7,399,025 7,138,816 260,209
国庫補助金等特別積立金取崩額
徴収不能額
徴収不能引当金繰入
その他の費用

サービス活動費用計（２） 112,026,559 108,819,443 3,207,116
11,162,462 15,052,113 △ 3,889,651

借入金利息補助金収益 0 419,760 △ 419,760
受取利息配当金収益 523 75,748 △ 75,225
有価証券評価益
有価証券売却益
投資有価証券評価益
投資有価証券売却益
その他のサービス活動外収益

サービス活動外収益計(４) 523 495,508 △ 494,985
支払利息 697,267 763,200 △ 65,933
有価証券評価損
有価証券売却損
投資有価証券評価損
投資有価証券売却損
その他のサービス活動外費用

サービス活動外費用計(５) 697,267 763,200 △ 65,933
△ 696,744 △ 267,692 △ 429,052
10,465,718 14,784,421 △ 4,318,703

収
益

費
用

第2号の1様式

（自）平成　25年　4月　1日　（至）平成　26年　3月　1日
事業活動計算書

勘定科目

費
用

　サービス活動増減差額 (３)＝(１)－（２）

収
益

サ
ー
ビ
ス
活
動
増
減
の
部

　サービス活動外増減差額(６)＝(４)-（５）

サ
ー
ビ
ス
活
動
外
増
減
の
部

経常増減差額(７)=(３)＋(６)
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施設整備等補助金収益 0 1,523,000 △ 1,523,000
施設整備等寄附金収益
長期運営資金借入金元金償還寄附金収益
固定資産受贈額
固定資産売却益
その他の特別収益

特別収益計(８) 0 1,523,000 △ 1,523,000
基本金組入額
資産評価損
固定資産売却損・処分損
国庫補助金等特別積立金取崩額（除却等）
国庫補助金等特別積立金積立額
災害損失
その他の特別損失

特別費用計(９)
0 1,523,000 △ 1,523,000

10,465,718 16,307,421 △ 5,841,703
70,095,268 97,820,470 △ 27,725,202
80,560,986 114,127,891 △ 33,566,905

40,060,432 0 40,060,432
0 44,032,623 △ 44,032,623

当期末繰越活動増減差額(13)=(11)+(12)

50,526,150

前期繰越活動増減差額(12）

その他の積立金取崩額(15)
その他の積立金積立額(16)
次期繰越活動増減差額(17)=(13)+(14)+(15)-
(16)

70,095,268

特
別
増
減
の
部

繰
越
活
動
増
減
差
額
の
部

120,621,418

基本金取崩額(14)

当期活動増減差額(11)=(7)+(10)

収
益

費
用

　特別増減差額(10)=(８)-(９)
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